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１．新型コロナウイルス感染症の拡⼤の概要
• 新型コロナウイルス感染症は令和元年12⽉に中

国湖北省武漢市で感染者が報告されて以降、⽇
本も含め世界中に感染が拡⼤し、累計の感染者
は2.5億⼈・死亡者は500万⼈を超え、現在もそ
の脅威は続いている（令和３年11⽉現在）。

• 新型コロナウイルス感染症の拡⼤によって、⼈
と⼈の接触を回避するため、⼈・モノの流れが
⼤幅に減少しており、「①暮らし⽅、住まい⽅
の変化」といった⽣活への影響や「②産業、物
流、サプライチェーン等の変化」、「③観光⾏
動等の変化」、「④公共交通利⽤者の変化」と
いった社会経済への影響が確認されている。

①暮らし⽅・住まい⽅の変化
• ⽣活への影響としては、健康や体調の管理、家族

や友⼈とのつながりを重要と意識するようになり、
感染症の拡⼤を契機として、テレワークや⼆地域
居住など新たな暮らし⽅、働き⽅、住まい⽅など
の重要性がより⾼まってきている。

②産業、物流、サプライチェーン等の変化
• 社会経済への影響としては、各企業の営業・受注

活動といった需要⾯での影響が⼤きい⼀⽅、グ
ローバルサプライチェーンの⼨断によって、物資
の供給途絶や⼈材の移動の停滞等といった供給⾯
でのリスクが顕在化したことから、リスクに強い
レジリエンスな経営や新しいライフスタイルに対
応した企業経営が求められている。

③観光⾏動等の変化
• 訪⽇外国⼈旅⾏者数・国内旅⾏者が激減し、観光

産業への影響も甚⼤となったが、今後の観光需要
の再活性化に合わせた受⼊体制の構築、新たな旅
⾏スタイルへの対応やマイクロツーリズムの推進
が期待されている。

出典）新型コロナウイルス感染症の国内発⽣動向（厚⽣労働省）

④公共交通利⽤者の変化
• 公共交通の利⽤者はこれまでより⼀層減少し、深

刻な状況が継続していることから、持続可能な公
共交通の維持、外出機会を創出するウォーカブル
なまちづくりが必要とされている。
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２．新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う変化
(1) 暮らし⽅・住まい⽅の変化
■コロナ禍で発⽣した事象
○⼈の流れが⼤幅に減少 ：新型コロナウイルスの感染症が拡⼤し、国の緊急事態宣⾔等の発表により、外出⾏動の抑制や3密
（密閉・密集・密接）を避けた⾏動が奨励されるようになったことで、⼈の流れが⼤幅に減少。

■コロナ禍による影響
○テレワーク利⽤率の増加・テレワークにより働き⽅の意識が変化：テレワーク利⽤者は地⽅圏でも2割強、コロナ禍後もテレ
ワークを希望する割合は増加。

○今後のオフィス戦略の変更・WEB会議の進展 ：在宅勤務の拡⼤や様々な場所にワークスペースを整備（サテライトオフィス
等の分散勤務）する意向が⾼い。さらに、WEB会議の利⽤増加がみられ、今後もWEB会議の利⽤意向は⾼い傾向。

○デジタル化の遅れが顕在化 ：感染症拡⼤で社会が変容する中、多様な分野で、通信インフラが不⼗分、通信端末の不⾜、情
報セキュリティの脆弱さ、オンライン⼿続きの遅れ等のデジタル化への課題が浮き彫り。

○ｅコマース消費の増加 ：ｅコマース（インターネットを利⽤した商品やサービスの購⼊取引）の利⽤率が増加。

■今後の⽅向性
○多極分散型国⼟形成を推進
・東京⼀極集中の是正と多極分散型の
国⼟形成を進展。

○デジタル化の推進とリアルとの融合
・デジタル化の推進とリアルの充実を
組み合わせる取組が求められている。

■⼈や社会の⾏動認識の変化
○地⽅への関⼼の⾼まり
・多様な暮らし⽅・⽣き⽅を可能とする多
彩な都市・地域の必要性。

・コロナ禍で再認識した東京⼀極集中の課
題の再認識。

○リアルの重要性再認識
・デジタルの有効性の認識とリアルの重要
性の再認識。

■新たな取組
・⼆地域居住・地⽅移住の受け⽫づ
くり

・ワーケーション等の取組⽀援
・DXの推進⽀援

■中国圏での課題解決に向けた取組の⽅向性
・近年のテレワークや⼆地域居住の拡⼤に対応した受け⽫づくりのため、空き家情報の提供や三⼤都市圏でのプロモーション
活動をさらに進めるほか、産官学連携やサテライトオフィスの開設により、引き続き都市部からの移住促進に取り組んでい
く。

・従来の移住・定住⽀援策を推進するとともに、DXの推進と合わせて関係⼈⼝の創出・拡⼤などにも取り組んでいく。 3



２．新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う変化
(2) 産業、物流、サプライチェーン等の変化

■企業の⾏動認識の変化
○国際競争⼒向上のための産業基盤の

構造転換
・⼨断されることのないしなやかさを
持ったサプライチェーンの必要性。

○新たなライフスタイルに応じた企業
経営への転換

・経済効率性の優先から新たなライフ
スタイルに応じた企業経営への転換。

■コロナ禍で発⽣した事象
○⼈流・物流の変化と企業への影響（需要⾯）：各企業の営業・受注活動は、外出抑制等に伴い需要縮⼩、休業・失業による収
⼊減少などに伴う需要の低下、輸出⼊減少。

○⼈流・物流の変化と企業への影響（供給⾯）：従業員の安全確保のための⽣産活動の縮⼩。サプライチェーン⼨断に伴う調達
難、経営難に伴う倒産の増加。

■今後の⽅向性
○リスクに強い社会経済構造を構築
・リスクに強いレジリエントな社会経済構造
を構築し、持続的な経済成⻑の実現。

・国内⽣産への回帰、企業間連携による相互
補完。

○デジタルとリアルによる付加価値の創出
・⽣産性の向上と経営⾰新を進めるためのデ
ジタル化によって、⾼付加価値化による売
上の拡⼤と効率化によるコストの削減。

■コロナ禍での影響
○グローバルサプライチェーンの⼨断によるリスクが顕在化：グローバルサプライチェーンは、コロナ禍により世界各地で⼨断。
様々な物資の供給途絶や⼈材移動の停滞等の様々なリスクが顕在化。

○勤務形態の変化：テレワークの推奨、WEB会議の普及。

■中国圏での課題解決に向けた取組の⽅向性
・ものづくり産業のストックを活⽤し、中国地域の主要産業である基礎素材型産業や加⼯組⽴産業等のほか、航空機、医療機
器、半導体など今後の地域の成⻑の担い⼿となることが期待される分野に対する重点的な⽀援を⾏うとともに、地域ものづ
くり産業の⽣産向上・経営⾰新を進めるため、⾏政等が保有しているデータのオープンデータ化を促進し、デジタライゼー
ションによる組織・ビジネスモデル等の変⾰を実現するためDXを強⼒に推進する。

・コロナ禍の影響を踏まえ、企業版BCP作成、企業間連携、国内⽣産回帰などリスクに強いレジリエントな経営や新しいライフ
スタイルに対応した企業経営を⽀援する。

■新たな取組
・リスクに強いレジリエンスな
経営（企業版BCP作成、企業
間連携、国内⽣産回帰等）の
⽀援

・DXの推進⽀援
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■⼈や社会の⾏動認識の変化
○外国⼈から⾒た⽇本の魅⼒の⾼さ
・外国⼈観光客にとっての⽇本の魅⼒は依然として
⾼い傾向。

○新たな観光旅⾏スタイル
・ワーケーションやアウトドアでの⾃然体験、オン
ラインツアーなど新たな旅⾏スタイルが発⽣。

○地域の魅⼒（観光資源）の再認識
・GOTOトラベル事業や⾃県内観光（マイクロツーリ
ズム）の⽀援により、旅⾏者数・消費額ともに域
内⽐率が拡⼤。

２．新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う変化
(3) 観光⾏動等の変化
■コロナ禍で発⽣した事象
◯ ⼈の流れが⼤幅に減少 ：新型コロナウイルスの感染症が拡⼤し、国の緊急事態宣⾔等の発表により、外出⾏動の抑制や3密
（密閉・密集・密接）を避けた⾏動が奨励されるようになったことで、⼈の流れが⼤幅に減少。

・空港、港湾での⽔際対策による⼊国制限、県外への旅⾏⾃粛の要請

■今後の⽅向性
○⼊国制限緩和後のインバウンド対応
・インバウンド再活性化を⾒据えた観
光戦略。

○新たな観光スタイルへの対応
・ワーケーション、⾃然体験型など新
たな旅⾏スタイルへの対応、地元観
光資源の磨き上げ、地元の魅⼒の再
発⾒によるマイクロツーリズムへの
対応。

■コロナ禍での影響
○訪⽇外国⼈・インバウンドの減少：訪⽇外国⼈が減少し、それに伴い観光消費額も⼤きく減少。
○観光客の減少による観光関連業界の疲弊化と⽀援：外出抑制によって県を跨ぐ移動が制限され、中国圏の観光関連業界にも⼤
きな打撃。

■中国圏での課題解決に向けた取組の⽅向性
・コロナ禍の影響等により、ワーケーションやアクティビティ、⾃然、⽂化体験など新たな旅⾏スタイルや、マイクロツーリズ
ムが注⽬されていることに対応するため、ポストコロナも⾒据えて、地域の魅⼒や観光資源の再発⾒・磨き上げ等を推進する。

・また、インバウンド・広域観光の再活性化に向けて、的確な感染防⽌対策による受⼊れ環境の整備を進めるとともに、観光地
域づくり法⼈（ＤＭＯ）等と連携を図りながら、広域的な観光ルートの形成や、地域資源の⼀体的なブランドを構築する広域連
携を促進する。

・さらに、⾼速交通ネットワーク等の整備やデジタル技術の活⽤（ＤＸ）等により、旅⾏環境の快適性向上や、中国圏における
観光コンテンツ、プロモーション等の⾼度化、魅⼒向上などを図っていく。

■新たな取組
・インバウンド再活性化
に向けた受⼊準備

・DX活⽤によるプロモー
ション、PR、コンテン
ツの⾼度化

・マイクロツーリズム等
の⽀援
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■⼈や社会の⾏動認識の変化
○公共交通の必要性
・⼗分な需要回復の⾒通しが⽴た
ない。

・公共交通は⽣活サービス機能に
不可⽋である。

○⽣活スタイルの変化
・⼈々が外出を控えても⽣活でき
ることに気づいた。

２．新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う変化
(4) 公共交通利⽤者の変化
■コロナ禍で発⽣した事象
◯ ⼈の流れが⼤幅に減少 ：新型コロナウイルスの感染症が拡⼤し、国の緊急事態宣⾔等の発表により、外出⾏動の抑制や3密
（密閉・密集・密接）を避けた⾏動が奨励されるようになったことで、⼈の流れが⼤幅に減少。

■今後の⽅向性
○公共交通サービスの維持を図る取組
・公共交通サービスの効率化や利便性の向上
を図る。

・収益性が確保できない地域においては、地
域の輸送資源（⾃家⽤有償旅客運送、ス
クールバス、福祉輸送等）を最⼤限活⽤し
ながら、公共交通サービスの維持を図る。

○⼈々の外出機会の回復
・都市部におけるにぎわいの創出、魅⼒の向
上を図る。

■コロナ禍での影響
○公共交通利⽤者数の⼤幅減少：新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴う移動の⾃粛等により、中国圏における公共交通利⽤者
は⼤幅に減少。

○公共交通機関の経営状況が悪化：コロナ禍前からの⼈⼝減少等による厳しい経営状況や労働⼒不⾜・⾼齢化に加え、需要が減
少したことによって、事業の継続が危ぶまれるような極めて厳しい経営環境に置かれている。

■中国圏での課題解決に向けた取組の⽅向性
・中⼭間地域での⽣活サービス機能の維持に向けて、⼩さな拠点の形成を推進するとともに、周辺集落と⼩さな拠点や都市中
⼼を連絡する公共交通ネットワークを確保するため、MaaS等新たなモビリティサービスの推進、AI活⽤によるデマンド交通
の普及や⾃動化運転の実装に向けて取り組んでいく。

・コロナ禍において、減少した⼈々の外出機会を回復するため、ウォーカブルなまちづくりを推進し、都市の魅⼒向上を図る
とともに、疲弊した地域の公共交通を維持するため、地域公共交通計画に基づく公共交通ネットワークの機能強化等を推進
する。

■新たな取組
・都市の魅⼒向上と⼩さな拠
点の形成、公共交通ネット
ワークの確保

・MaaS等の新たなモビリティ
サービス

・AI活⽤によるデマンド交通
の普及や⾃動化運転の実装

・ウォーカブルなまちづくり
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３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 7



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 8



３．参考データ集
中国圏における新規陽性者数

①暮らし⽅・住まい⽅の変化

・中国圏における新型コロナウイルス新規陽性者数（⽇別）の推移は以下のとおり。

出典）データからわかる‐新型コロナウイルス感染症情報‐（厚⽣労働省）

■中国圏における新規陽性者数（⽇別）

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

20
20
/1
/1
6

20
20
/2
/1
6

20
20
/3
/1
6

20
20
/4
/1
6

20
20
/5
/1
6

20
20
/6
/1
6

20
20
/7
/1
6

20
20
/8
/1
6

20
20
/9
/1
6

20
20
/1
0/
16

20
20
/1
1/
16

20
20
/1
2/
16

20
21
/1
/1
6

20
21
/2
/1
6

20
21
/3
/1
6

20
21
/4
/1
6

20
21
/5
/1
6

20
21
/6
/1
6

20
21
/7
/1
6

20
21
/8
/1
6

20
21
/9
/1
6

20
21
/1
0/
16新

規
陽

性
者

数
（

⼈
）

⽇付

新規陽性者数の推移（⽇別）

⿃取県 島根県 岡⼭県 広島県 ⼭⼝県

9



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 10



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 11



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 12



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 13



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 14



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 15



３．参考データ集
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②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 17



３．参考データ集
オンラインの利活⽤（在宅勤務の頻度）
・コロナ禍において中国圏で在宅勤務を⾏っている者は約20％となる。
・コロナ禍終息後の在宅勤務の意識調査では、約33％が在宅勤務を意向している。

18

■在宅勤務はどのくらいの頻度で⾏っていますか？
（※コロナ禍現在およびコロナ禍終息後）
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出典）⼟⽊学会「新型コロナウイルスに関する⾏動・意識調査（第3回調査結果より）」（R3年1⽉）

①暮らし⽅・住まい⽅の変化



３．参考データ集
オンラインの利活⽤（オンライン会議の頻度）
・コロナ禍において中国圏でオンライン会議を⾏っている者は約27％となる。
・終息後のオンライン会議の意識調査では、約37％がオンライン会議を意向。
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■オンライン会議はどのくらいの頻度で⾏っていますか？
（※コロナ禍現在およびコロナ禍終息後）
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出典）⼟⽊学会「新型コロナウイルスに関する⾏動・意識調査（第3回調査結果より）」（R3年1⽉）

①暮らし⽅・住まい⽅の変化



３．参考データ集
⼆地域居住・地⽅移住への関⼼

20

①暮らし⽅・住まい⽅の変化

・テレワーク経験者は、通常どおりの勤務者と⽐べ、「⼆地域居住」、「地⽅移住」に関する意識が肯定的に変化した割合
が⾼い。

（出典）内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（令和２年６⽉２１⽇）資料より国⼟政策局作成



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 21



３．参考データ集 ①暮らし⽅・住まい⽅の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 22



３．参考データ集

23出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）

①暮らし⽅・住まい⽅の変化



３．参考データ集

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）

①暮らし⽅・住まい⽅の変化

24



３．参考データ集
サテライトオフィス開設数
・新型コロナウイルス感染症の拡⼤を背景として、中国圏におけるサテライトオフィスの開設件数は増加傾向にある。
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■サテライトオフィス開設数（市町村数）の推移

①暮らし⽅・住まい⽅の変化
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３．参考データ集
Eコマースの拡⼤

26

①暮らし⽅・住まい⽅の変化

・コロナ禍前（H28年）と⽐較して、コロナ禍（R２年）ではEコマース（インターネットを利⽤した商品・サービスの購⼊・
取引）の利⽤率は増加している。

■過去１年間にインターネットで利⽤した機能・サービスと⽬的・⽤途
【商品・サービスの購⼊・取引（計）】
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出典）総務省「通信利⽤動向調査」（H28年、R2年）



３．参考データ集

27

②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集

28

②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集
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②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集
企業への影響（供給⾯）

30

②産業、物流、サプライチェーン等の変化

・各企業の営業・受注活動といった需要⾯での影響が⼤きい⼀⽅、グローバルサプライチェーンの⼨断によって、物資の供
給途絶や⼈材の移動の停滞等といった供給⾯にも影響が発⽣。

出典）経済産業省ほか「2021年版ものづくり⽩書」（R3年5⽉） 出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集 ②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省） 31



３．参考データ集

32

②産業、物流、サプライチェーン等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集
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③観光⾏動等の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）



３．参考データ集
観光宿泊者数

34

③観光⾏動等の変化

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）宿泊旅⾏統計調査（観光庁）

■延べ宿泊者数の推移（⽇本⼈+外国⼈）

・中国圏における延べ観光宿泊者数（⽇本⼈＋外国⼈）について、コロナ禍の影響により、令和２年で⼤幅に減少している。
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３．参考データ集
外国⼈の旅⾏意向・訪問先
・新型コロナウイルス感染症収束後に海外旅⾏したい国・地域を尋ねたところ、⽇本は⾼い評価を受けており、特に我が国の
清潔さへの期待が寄せられていることが分かった。

出典）令和3年版観光⽩書 35

③観光⾏動等の変化



３．参考データ集
マイクロツーリズム
・中国圏における予約代表者の居住地ごとの宿泊者数の変化をみると、コロナ禍前と⽐較して、居住地と宿泊場所が同⼀都道
府県のマイクロツーリズムが増加傾向。

■予約代表者の居住地ごとの宿泊者数（2019年同期⽐の推移）

出典）V‐RESAS 36

③観光⾏動等の変化
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３．参考データ集
公共交通利⽤者数の減少
・中国圏における営業⽤乗合バス利⽤者数について、コロナ禍前と⽐較して⼤幅に減少傾向にあり、平成17年から令和２年に
かけて約４割の利⽤者数が減少している。

37

■営業⽤乗合バス利⽤者数（輸送⼈員）の経年変化

出典）中国運輸局資料
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④公共交通利⽤者の変化

出典）国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）


